
販売特約店契約書

　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）とは、次のとおり特約店契約を締結する。
第1条 （目　的）
甲は、乙に対し、甲の商品（以下「本件商品」という。）を継続して売り渡し、乙はこれを買い受けて他に販売することが出来るものとする。
第2条 （販売商品）

甲が乙に売り渡す商品の明細は【別紙　売渡商品目録】のとおりとする。

第3条 （販売地域および販売方法）

乙が本件商品を販売する地域については制限を設けないものとするが、販売方法については、乙の自社店舗内および乙の自社Webサイト上のみとし、大手ネット通販サイト・ショッピングモールでの販売はしないものとする。
第4条 （特約店の権限）

乙は、甲の特約店として次の権限を有する。

1. 甲の特約店である旨を自社の店舗内や広告などに表示すること

2. 甲より購入した本件商品を、甲の定める販売価格以上で、乙が適当と認める条件で第三者に販売すること

3. 乙は、甲を代理するものではなく、本件商品を自らの権限と責任において販売することが出来るものとする。

２　乙は、本件類似の商品を販売する場合は、事前に甲の承認を得なければならない。

３　甲は、前条における乙の販売店舗がある地域内においては、自ら本件商品を販売することは出来ず、また、乙以外の第三者に特約店を設置させてもいけない。
第5条 （商品の発注・納品など）
乙は、甲に対し、購入数量を甲指定の注文書により発注するものとする。

乙は商品受領次第、遅滞なく検品の上、甲に受領書を交付するものとし、受領書交付後は商品の返品を出来ないものとする。
甲乙間の売買価格は別紙のとおりとし、輸送費、納入方法、納入場所、乙の取扱限度額、その他の項目については、別途甲乙間の協議により定めるものとする。

第6条 （代金の支払い）
甲は、乙から届いた発注書を毎月末日で締切り、当該請求書を乙に送付する。

乙は、本件商品の購入代金について、毎月末日で締切り、請求書が到着した分を翌月末日までに甲の指定する銀行口座に振込む方法により支払う。

【甲の指定する銀行口座】

銀行名：
支店名：
預金種別：

口座番号：

口座名義：
第7条 （所有権の移転・危険負担）

本件商品の所有権は、本件商品が乙に引き渡されたときに、甲から乙に移転するものとする。

２　本件商品の引渡し完了後においては、本件商品の滅失、毀損による一切の損害について、乙が危険を負担するものとする。

第8条 （瑕疵担保責任）

甲は、乙に対し、乙が甲から購入した本件商品に隠れた瑕疵が発見されたときは、当該本件商品の引渡し後１カ月以内に限り、代替品との交換を無料で行うものとする。

第9条 （連帯保証・担保供与）

乙は、甲に対し、乙が本契約第６条の代金支払いの滞納を３ヶ月以上継続した場合で甲からの連帯保証人や担保供与の請求を受けたときには、直ちに甲の承認する第三者に乙の債務を連帯保証させるか、または甲の債権に見合う物的担保を提供しなければならない。

第10条 （秘密保持）
甲および乙は、本件業務遂行に関して相手方より提供された情報をすべて秘密として取り扱い、その管理に必要な措置を講ずるものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する情報については、この限りではない。

（1） 開示されたときにすでに保有していた情報

（2） 秘密保持義務を負うことなく第三者から適法に入手した情報

（3） 開示された情報に関係なく、独自に開発した情報

（4） 本契約に違反することなく公知となった情報

第11条 （保証金）

乙は、甲に対し、本契約による債務及び損害賠償の担保として保証金を預託する。
２　保証金の額は金　　　　　　　　　　　　円とする。

３　保証金には、利息を付せず、本契約終了後速やかに乙の甲に対する債務を控除した残金を乙に返還する。

第12条 （契約解除）
甲は、乙において次の各号の一つに該当する場合、何ら催告することなく直ちに本契約を解除することができる。

（1） 売買代金の支払を遅滞したとき

（2） 自ら振出し又は引受けた手形・小切手が不渡りとなったとき
（3） 銀行取引停止処分を受けたとき

（4） 第三者から強制執行を受けたとき

（5） 破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、または、特別清算開始の申立があったとき

（6） 租税公課滞納し督促を受けた時

（7） 営業を停止、または、廃止したとき

（8） 監督官庁より業務停止又は事業免許若しくは事業登録の取消処分を受けたとき

（9） 解散決議を行いまたは解散命令を受けたとき

（10） 連絡なく本店所在地を変更したとき

（11） その他信用状態が悪化し、または悪化のおそれがあると相当の事由をもっても認められるとき
第13条 （譲渡の禁止）
乙は、甲の書面による事前の同意を得ない限り、本契約にもとづく一切の権利または義務を第三者に譲渡しもしくは担保に供してはならない。
第14条 （契約期間と更新）

本契約の有効期間は、本契約成立後１年間とし、期間満了１ヶ月前までに、甲乙が互いに相手方に対し、文書による更新拒絶の申出をなさない限り、さらに１年間自動更新されるものとし、以後も同様とする。

第15条 （契約終了時の措置）

本契約が終了したときは、乙は、ただちに甲の特約店である旨の表示を中止し、以後、甲の特約店である旨の表示をしてはならない。

第16条 （協議）

甲および乙は、本契約に定めのない事項が生じたとき、または本契約の条項の解釈について疑義が生じたときは、相互に協議のうえ、誠意をもって解決にあたるものとする。

第17条 （合意管轄）

甲および乙は、本契約に関して紛争が生じた場合には、甲の住所地を管轄する裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに合意する。
以上、本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙各記名押印のうえ、各１通を保有する。
平成　　年　　月　　日
（甲）：
住　所


会社名

代表者名




印
（乙）：
住　所




会社名




代表者名




印
【別紙　売渡商品目録】

以上



収入印紙


4,000円分








